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調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ 

 

当社は、平成22年４月１日付「不起訴処分に関するお知らせ」において、元社員による当社代表取

締役社長（当時）らへの告訴状が、平成21年４月６日付で前橋地方検察庁に受理され、平成22年３月

31日（処分は３月30日付）に不起訴処分となった件に関し、詳細は調査委員会の報告にて開示する旨

をお知らせいたしましたが、本日、調査委員会より調査報告書を正式に受領いたしましたので、当該

報告書の原文を本開示書面に添付し、お知らせいたします。 

 なお、当該調査報告を受け当社の今後の対応につきましては、社内にて協議のうえ近日中に開示い

たします。 

 

以 上 
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平成 22 年 11 月 5 日 

取締役会 御中 

                 調査委員会 

 

                  委員長（社外監査役、公認会計士）土 井   充 

                   

                  委員（社外取締役）    カーティス・フリーズ 

 

                  委員（社外取締役）       熊 谷 聖 一 

 

調 査 報 告 書 （追加） 

 

当調査委員会は、平成 21 年 3 月 10 日付で監査役 2名から取締役会宛提出された意見書

（以下「意見書」という。）に基づき、同書記載の事実に関する調査・確認を目的として、

平成 21 年 3 月 16 日の取締役会決議により設置され、平成 21 年 4 月 16 日付けで調査報告

書を提出した。 

ところで、当該調査報告書提出前において、会社が平成 18 年 1 月の不動産取引を通じ

て、平成 18 年 1 月期決算における売上高と営業利益を過大計上したとして、旧証券取引

法違反の嫌疑で当時の会社役員らを前橋地方検察庁に告発され、これが同庁に受理された

との報道がなされ、この告発対象事実は、その内容から推察して、当調査委員会が調査の

対象とした不動産取引と同一の事実を指すものと思料されることから、当該調査報告書に

おいては当該不動産取引に関してその法的評価についても結論を保留したところである。 

平成22年3月31日に前橋地方検察庁は当該告発に関して不起訴処分としたとの新聞報

道がなされた。当該告発の内容及び不起訴処分となった理由については前橋地方検察庁か

らは明らかにされていなく、新聞報道などに頼るしかない。 

しかし、前橋地方検察庁の不起訴処分とは別に、当調査委員会が調査した結果及び調査

委員会としての判断は下記の通りである。 

なお、本調査委員会のメンバーは意見書には関らない社外役員で構成されていたが、そ

の後の 2回の定時株主総会を経た後に社外役員の変動などがあり、現時点での本調査員会

は土井充、カーティス・フリーズ及び熊谷聖一で構成されている。 

以上 

 

記 

 
合資会社セイリュウ（以下、セイリュウと言う）との取引 
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  １ 「意見書」に関する調査委員会の結論（概要） 
平成 18年 1月 20日（以下昭和を除き 18/1/20と略する。）に終了する事業年度に
やすらぎ(以下『会社』という。)はセイリュウに約 11 億円で『会社』所有物件を
売却、売却価額は不動産鑑定評価を上回る価額であり、従って損害は発生してい

ない。また、販売物件はセールス・アンド・リース・バックによって会社に一切

還流していない。（なお、当該取引に関して、旧商法の利益相反取引は取締役が代

表者を務める法人に対して適用があるが〔旧商法第 265条第 1項〕、しかし、相手
方である法人の取締役に過ぎない場合には適用されない。取引当時、セイリュウ

の社員には、当該会社の取締役は存在しない。従って、利益相反取引には該当し

ない。） 
 

  2 セイリュウとの取引 
      14/3/31以降終了事業年度から適用される場合の「連結財務諸表における子会社及

び関連会社の範囲の決定に関する監査上の取扱」（日本公認会計士協会監査委員会

報告第 60号）ほかに従って以下検討する。 
   (1) 形式的検討 
         ① セイリュウの登記簿謄本からは 17/10/11MT 氏(当該取引当時の代表取締役

須田忠雄氏（前会長[須田忠雄氏は現時点では取締役会長を退任、{以下「前
会長」という}]）によれば、前会長及び他の役員の近親者ではないとのこと、
また、MT氏本人からも近親者ではないとの表明書がある。）が無限責任社員
として就任、17/10/11須田竜合氏（当時『会社』取締役、前会長子息）が有
限責任社員を退社、前会長義母 AK氏が有限責任社員で入社、18/1/17AK氏
は退社、MA氏(MT氏妻)が有限責任社員として入社となっている。 

         ② 『会社』との取引は具体的には 17/10/20に 264百万円、18/1/20に 850百万
円である。 

     ③ 役員及び近親者（義母は含まれる）が議決権の過半数を自己の計算において
所有する会社は関連当事者に該当する（平成 17 年 1 月期及び平成 18 年 1
月期に効力を有する財務諸表規則第 8条第 16項ﾍ、ﾄ、証券取引法第 163条
第１項、「関連当事者との取引に係る情報の開示に関する監査上の取扱い」

日本公認会計士協会監査委員会報告第 62号）。しかし、合資会社の有限責任
社員は無限責任社員が不法行為を行なった場合の解任権しか持たず（旧商法

第 147条が準用する第 84条他）、議決権の過半数を持つなど、支配力がある
か疑問であり、従って、17/10/11の取引が関連当事者取引にあたるかどうか
は疑問である。 

      ④ 「関連当事者」の範囲について定めた財務諸表規則第 8条第 16項によれば「前
2 号に掲げる者（主要株主及び役員並びにそれらの近親者）が、議決権の過
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半数を自己の計算において所有している会社等」が関連当事者に含まれると

される(同項 8 号）。合資会社の場合に、この「議決権」として何を意味する
のか、即ち「総社員に認められた基礎的事項の変更に関する決定権限」に関

する議決権を基準とするのか(これによると、無限責任社員・有限責任社員を
含めて総社員の頭数を基準に計算する）、それとも「業務執行の権限」に関す

る議決権を意味するのか（これによると、業務執行権限を有する無限責任社

員の頭数を基準に計算する）が問題となる。 
    この点について、明確に言及した文献は確認されなかったが、いわゆるここ
でいう議決権とは、株式会社においては株主の有する議決権を意味すること

からすると、合資会社においても社員の有する議決権を意味すると考えられ

る。（この点、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 11号）
によれば、組合その他これらに準ずる事業体の場合について、「業務執行組合

員が組合の財務及び営業又は事業の方針を決定しているときには、『議決権』

は、『業務執行を決定する権限』と読み替える。」とされているが、業務執行

の決定権限となると、それは株式会社における取締役会の意思決定権限を意

味することとなり、合資会社において会社の基礎的事項の変更については、

なお社員に決定権限を留保した趣旨にそぐわないこととなる。） 
      ⑤  ここで、当該不動産取引当時（17/10/20、及び 18/1/20時点）でのセイリュ

ウの社員の状況を見ると、 
・ 無限責任社員としてMT氏がおり、それ以外に、 
・ 有限責任社員として AK氏（前会長の義母）、及び 
・ MA氏（但し、当初は 18/1/17付入社と登記されていたが、その後 18/2/17
付でこの入社登記が抹消され、代わりに 17/10/11 入社と登記されるに至
っている。）が存在する。 
・ なお、取引時点の直前まで有限責任社員であった須田竜合氏は、17/10/11
に退社（17/10/19登記）している。 
とすると、セイリュウは、社員数において、2 名（MT 氏、MA 氏）は『会
社』の主要株主及び役員並びにそれらの近親者に非該当、1 名（AK 氏）が
該当、ということとなり、セイリュウは「関連当事者」には該当しないこと

となる。（仮に業務執行権限を有する無限責任社員の議決件数をベースにし

ても、非該当者 1名のみとなり、「関連当事者」には該当しなくなる。） 
以上よりすると、合資会社セイリュウは、『会社』の「関連当事者」には該

当しないこととなる。 
但し、須田竜合氏の退社登記の時期の近接性、及びMA氏の入社時期の登記
変更など、不自然な登記手続もあることから、その認定に当たっては形式的

観点からだけではなく、事実関係を見ながら実質的な検討が必要である。 
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(2) 実質的検討 
  ① 17/10/20 の取引の直前まではセイリュウの無限責任社員は SM 氏（前会長
妻）であり、20/8/23 に須田竜合氏が無限責任社員（代表社員）に就任、取
引日後の登記日に取引時点の社員が抹消されている。 

 ② 但し、平成 18年 2月前後での、セイリュウの登記簿上の無限責任社員であ
るMT氏、及びセイリュウの顧問税理士からの文書（以下、表明文書）によ
ると、セイリュウはやすらぎ、前会長及び近親者から借入、債務保証などは

受けていない。 
 ③  しかし、上記表明文書とは異なり、調査委員会は、セイリュウの決算書（平
成 17年 12月期、平成 18年 12月期）に計上されている長期借入金 11億円
は前会長から借り入れたものであることを確認した。なお、セイリュウの平

成 18年 2月期の負債の部合計 11億 1千万円にたいして前会長からの借入金
は 11億円である。 

 
(3) 実質的な検討：連結子会社または関係会社に該当するかどうか。 
   

     ① 実質的判断を行う場合には、セイリュウが連結子会社となるかどうかも考慮
する必要がある。この実質的な判断を可能とする根拠は連結の範囲を決定す

る際の基準、即ち、「連結財務諸表制度における子会社及び関連会社の範囲の

見直しに係る具体的な取扱い」（10/10/30、企業会計審議会）の規定がある。 
 ②  上記取扱いを具体的に解釈する指針として、「連結財務諸表における子会社
の範囲の決定に関する Q&A」（12/1/19：監査委員会、以下「連結範囲に関す
る Q&A」と言う。）があり、この Q10によれば「財務諸表提出会社の役員が
他の会社の議決権の 100％を所有する会社は財務諸表提出会社の子会社に該
当するかどうか」に関して、「財務諸表提出会社にとって一般に緊密な者と考

えられる役員が議決権の 100％を所有する会社であるため、子会社に該当す
る可能性があります。しかしながら、財務上又は営業上若しくは事業上の関

係等からみて、緊密な者を考慮しても財務諸表提出会社が意思決定機関を支

配していないことが明らかと認められる場合には、子会社に該当しないこと

となります。具体的には、財務諸表提出会社と当該役員及び当該会社（この

場合にはセイリュウ:調査委員会挿入）の関係状況からみて当該役員の議決権
行使の意思が財務諸表提出会社と同一でないことが明らかである場合や、当

該会社が破綻したときに当該役員が損失を実質的に負担することとなってい

る場合には当該会社は財務諸表提出会社の子会社に該当しないものと考えら

れます。なお、子会社に該当しなかった場合には、当該会社が財務諸表提出
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会社の関係会社に該当するか否かについては、出資、人事、資金、技術、取

引等の関係を通じて、財務及び営業又は事業の方針の決定に対して、財務諸

表提出会社が重要な影響力を有しているかどうかによって判断することとな

ります。」(引用終わり） 
 

3  旧証券取引法違反の有無 
 

(1) 当初の監査役の「意見書」による指摘では「・・・当社の売出価額を下回る価
額での売買も実行されていることから、・・・（セイリュウに対して：調査委員

会挿入）経済的な供与、偽装取引、粉飾決算の懸念がある」としているのに対

して、今回の告発は 180度反対に、セイリュウに対して売却したことが、実勢
よりも高い金額で売却し、利益を水増ししたことが旧証券取引法違反となると

しているものと考えられる。 
(2) 「関係会社間の取引に係る土地・設備等の売却益の計上についての監査上の取扱
い」（監査委員会報告第 27号：昭和 52年 8月 8日、以下、「監査委員会報告」）
では次のような取扱いとしている。 
① 関係会社間の土地・設備等の取引の会計処理について・・・、売買価額は不

動産鑑定士等の鑑定により客観的証拠にしたがって・・決定されなければな

らない。（三 収益認識の判断基準 1） 
② 譲渡価額に客観的妥当性がない場合には、それだけで粉飾決算と判定される。

（同 2） 
(3) 「特別目的会社を利用した取引に関する監査上の留意点についての Q&A」（監
査・保証実務委員会：17/9/30、以下、「保証実務委員会報告 Q&A」）では①対象
が特別目的会社に限定されている、②特定目的会社が財規 8条７項の実質的支配
力基準により子会社と認定されている場合には、当該不動産取引は金融取引とし

て認識するとしている（「保証実務委員会報告 Q&A」Q3）。 
 譲渡に際しての適正な価額に関しては、公正な価額、即ち観察可能な市場価額

に基づくものとし、市場価額が観察できない場合には合理的に算定された価額

をいう（同、Q4）。この場合に合理的に算定された価額とは不動産鑑定士による
鑑定評価による（同、Q7）。但し、取引価額が不動産鑑定評価と相当異なる場合
には、合理的な理由がない限り、監査上は適正な価額としては取扱えない（同）。  

(4) セイリュウに対する 25件の物件は総て収益物件であり、売却時での収益利回り
（表面利回り、以下同じ）は空室率ゼロとして、売却価額 1,114百万円(税込み、
以下同じ）に対して 6.9％（年間収入 76,700 千円）としている。不動産鑑定評
価が得られている物件について不動産鑑定評価を超える部分の価額は 347,400
千円であり、この部分が不当として控除した場合には利回り 12.1％となる。ま
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た、セイリュウが当該不動産 25件を購入した後の平成 18年 12月期の家賃収入
は、決算書に拠れば 56,524千円であり、売却価額 1,114百万円に対して利回り
は 5.1％、鑑定評価を上回る 347,400千円を控除した場合の利回りは 7.3％とな
る。 
当該物件をセイリュウに売却した時点では不動産鑑定評価は取得されていなく

（鑑定日付は 18/4/24）、売却価額は利回りを基準に決定されたものである。 
一方、「監査委員会報告」は「不動産鑑定士等の鑑定」とあるが、はるかに最近

公表された「保証実務委員会報告 Q&A」では、取引価額が不動産鑑定評価と異
なる場合には、合理的な理由を要求しており、空室率ゼロでの利回り 6.9％が不
合理であるかどうかも判断する必要がある。 

(5)  セイリュウが連結対象とするか否かに関しては上記 2(3)の検討が必要である。
但し、連結対象とするかどうかの判断には重要性の判断も関係し、『会社』とセ

イリュウの取引当時の総資産、売上高の比較からはセイリュウが子会社と認定

されたとしても連結子会社に該当しないと判断される可能性がある(但し、金額
的重要性がない場合でも、質的重要性があると判断される場合もあることに留

意）。 
また、単体の財務諸表に関して、これらの検討とは別個に、「監査委員会報告」

の適用の要否が問題となるものと考えられる。 
 

4 旧証券取引法違反の有無に関する調査委員会としての判断 
 

(1) セイリュウは『会社』の子会社かどうかに関しては具体的には、「財務諸表提出
会社にとって一般に緊密な者と考えられる役員が議決権の 100％を所有する会
社であるため、子会社に該当する可能性があります。しかしながら、財務上又は

営業上若しくは事業上の関係等からみて、緊密な者を考慮しても財務諸表提出会

社が意思決定機関を支配していないことが明らかと認められる場合には、子会社

に該当しないこととなります。財務諸表提出会社と当該役員及び当該会社（この

場合にはセイリュウ:調査委員会挿入)の関係状況からみて当該役員の議決権行使
の意思が財務諸表提出会社と同一でないことが明らかである場合や、当該会社が

破綻したときに当該役員が損失を実質的に負担することとなっている場合には

当該会社は財務諸表提出会社の子会社に該当しないものと考えられます。」（「連

結範囲に関する Q&A」Q10）とあることに関して、前会長のセイリュウに関す
る議決権行使が可能かどうか明確ではないこと、また、仮にあったとしても、そ

の行使の意思が『会社』と同一であることを示す文書、事実あるいは状況にはな

いこと、現時点まで前会長がセイリュウの損失を負担した事実があるかどうかは

確認していないが、少なくとも『会社』が負担した事実あるいは負担する契約等
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はないことから、こうした『会社』による負担の事実等がない限りセイリュウは

『会社』の子会社には該当しないと考えられる。 
(2) 次にセイリュウが『会社』の関係会社かどうかに関しては「連結範囲に関する

Q&A」Q10のなお書きにより判断すると、出資、人事、資金、技術、取引等の
関係を通じて、財務及び営業又は事業の方針の決定に対して、『会社』がセイリ

ュウに対して重要な影響力を有しているかいることを示す文書、事実あるいは

状況はないことから、セイリュウは『会社』の関係会社には該当しないと考え

られる。 
(3) したがって、セイリュウとの取引に関して「関係会社間の取引に係る土地・設
備等の売却益の計上についての監査上の取扱い」（「監査委員会報告」）の適用は

ないものと判断される。 
(4) なお旧証券取引法に係る「企業内容の開示に関する内閣府令」第 1 条二十七の
五及び財務諸表規則第 8条第 16項で規定する関連当事者に須田忠雄氏は該当し、
セイリュウに対する本売買取引が関連当事者取引に該当する可能性がある。該

当するか否かを『会社』は十分に検討し、該当する場合にはしかるべき処置を

講ずる必要がある。 
  

                                   以上 

 


